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日本語初中級の理系修士課程留学生の進路希望傾向

ライアン　優子

【要　旨】
留学生の卒業後の日本での活躍が期待される中、大学による英語による授業のみで学位

が取得できるプログラムの導入の増加は、留学生に高い日本語力を求める日本企業と大学
が輩出する留学生人材にミスマッチを引き起こしている。本研究では、英語による授業の
みで学位が取得できるプログラムが多く開講されている理系大学院修士課程の日本語力が
初中級の留学生について、2つの調査結果をもとに進路希望の傾向を分析した。主な傾向
として、1）日本語能力にかかわらず約7割の理系修士課程留学生が卒業後に日本に留まる
ことを希望している、2）日本語初中級者は日本語上級者よりも博士進学希望率が高い、3）
工学専攻に就職希望者が多く、理学、農学専攻には博士課程進学希望者が多いことが明ら
かになった。また日本語初中級者の多くは海外から直に大学院に入学をしているため、進
路検討時において日本滞在期間が約1年程度と短いことが分かった。滞在期間が短いこと
と、日本語能力が低く日本語で情報を得ることができないことは、進路選択や就職活動を
困難にする要因となっている。分析結果をもとに、対象群へのキャリア支援の課題につい
て考察をする。

【キーワード】留学生　英語プログラム　キャリア支援　理系　日本語教育

1．問題と目的
2007年に超高齢社会に突入した日本は高齢化率が2015年に26.7％となり、将来人口は

2048年には1億人を割ると推計されている（内閣府2016a）。こうした人口問題を背景の一
つに第二次安倍政権は、日本再興戦略（内閣府2016b）やニッポン一億総活躍プラン（内
閣府2016c）において、高度外国人材の活用を成長戦略の重要な一翼と位置付けた。中で
も日本での活躍が特に期待されている外国人材が、教育機関で学ぶ留学生である。

高等教育機関が受け入れた留学生が卒業後も当該国に留まることを奨励する傾向は先進
国で顕著になっているが（OECD2017）、日本においても2000年代後半以降、留学生の受
入政策と高度外国人材の受入れ政策の連動が強まった（福島2016）。留学生政策としては、
2008年に福田内閣が、2020年までに30万人の留学生の受け入れを目指すという「留学生
30万人計画」を発表した。同計画の趣旨には「高度人材受入れとの連携」にもとづく「留
学生の戦略的な獲得」が盛り込まれ、方策のひとつとして「卒業生が日本社会に定着し活
躍するために、大学等はもとより産学官が連携した就職支援や受入れ、在留期間の見直し
など社会全体での受入れの推進」があげられた（文部科学省ら2008）。同計画の骨子は文
部科学省をはじめ、外務省、法務省等の6省の連名で出されている（工藤・上別府・太田
2014）。同計画の前年の2007年には経済産業省と文部科学省が共同で、「アジア人財資金構
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想事業」という専門教育、日本語教育、就職支援を提供し、卒業後に日系企業や日本での
就職を促す産学連携の高度外国人材の育成プログラムを開始した。

高度外国人材受入政策としては、2012年に「高度人材ポイント制による出入国管理上の
優遇制度」が導入された。同制度においては、2013年の見直時に、日本の高等教育機関の
学位取得に係る評価項目のポイントが引上げられている。こうした一連の政策を通して留
学生の受入と高度外国人材の受入れの取組が連動し、留学生が日本の大学で学び、卒業後
に日本で働くことを促進する体制の整備が進んでいる。

日本全体の留学生数は東日本大震災のあった2011年度（平成23年）直後に微減したが、
その後受け入れ数が回復し、2017年（平成29年）5月時点で26万7,042人と増加の一途を
たどり（日本学生支援機構2017a）、日本は2020年までに留学生30万人計画を達成すると
目されている（ICEF 2018）。近年の大学教育の国際化と留学生受け入れ促進の過程でおき
ているのが、日本の大学の教育課程の英語化である。日本語による教育プログラムのみで
は、漢字圏すなわち東アジア以外から留学生を受け入れることが難しいため、文部科学省
は2008年の「国際化拠点整備事業（G30）」、2014年の「スーパーグローバル大学創生支
援事業」といった大型の高等教育国際化事業を通して日本の大学における「英語による授
業のみで卒業・修了できる課程」（以下、「英語プログラム」という）の開講を進めている

（Ota & Horiuchi 2017）。
中でも特に英語化が進んでいるのが大学院の理系分野である。「大学における教育内容等

の改革状況について」（文部科学省2016）によると2014年（平成26年）度に英語プログラ
ムを開講していたのは、学士課程では24大学の48学部であるのに対し、大学院では88大
学の208研究科にのぼる。そして英語で開講されている学位コースのうち（日本学生支援
機構2017b）大学院課程においては約8割が理系である。

大学の教育・研究課程の英語化は、より多くの国から優秀な留学生を受け入れ、国際的
な教育・研究活動を活発化するための手段の一つであるが、卒業後の留学生の就職機会に
おいては、日本の大学が育成する留学生と企業が求める外国人材のミスマッチを引き起こ
している（NHK 2016、Japan Times 2015）。日本の企業は留学生採用において日本語能力
を重視する傾向で、理系の学生にも内定時に4割、入社後には7割の企業が「ビジネス上
級以上」の日本語を求める（ディスコ2017）。この英語プログラムの留学生が就職におい
て不利な立場におかれているという状況について、日本の大学院の留学生自身が社会問題
として研究結果を発表する例も出ている（Hakkarainen 2012、張・馬2012）。

本稿は、英語プログラムが多く開講されている理系大学院修士課程の留学生に焦点をあ
て、日本での就職活動が困難な日本語初中級の留学生のキャリア支援に関する研究の予備
的調査として、対象学生の留学状況、日本語力等の特性と進路希望の傾向を明らかにする。

2．先行研究
日本の外国人留学生の進路希望と卒業後の動向に関して、日本学生支援機構（JASSO）

が各種の調査結果を発表している。JASSOが隔年で実施する「私費外国人留学生生活実態
調査」の2015年（平成27年）度の調査（無作為抽出、6,036人有効回答）結果では、63.6％
の回答者が「日本において就職」を上位3つの希望進路の1つに選んでいる。その他の調
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査結果では、リクルートキャリア（2017）の調査において、286人の大学・大学院留学生
回答者のうち71.0％が日本での就職を希望するという結果が出ている。また、中谷ら（2015）
が京都の大学に在籍する留学生に行った調査では、243人の留学生のうち63.4％が日本で
の就職を希望している。これら複数の調査結果から、概況として、外国人留学生の6－7割
が日本での就職を希望していると考えられる。

留学生全体の日本での進路希望についての先行研究は蓄積されているが、教育課程、専
攻等に特化した傾向分析を示す研究は少ない。本研究の対象である「理系修士課程の日本
語初中級の留学生」は、前述のJASSOによる2015年（平成27年）度私費外国人留学生生
活実態調査の回答者の中では1.7％に過ぎず、こうした少数のグループに特徴的な動向は
あったとしても全体の結果に埋もれてしまう。

特定の条件を持つ留学生に着目をして進路希望傾向について分析をした例として、佐藤
（2016）が、2011年以降に日本の留学生に占める割合が顕著に増えている非漢字圏からの
留学生に着目し特徴を分析した論考では、非漢字圏の留学生は理系専攻に在籍しているこ
とが多く、漢字圏の留学生に比べて日本語力が低いが、留学目的として卒業後の就職を意
識している者が漢字圏出身者よりも多いという研究結果が示されている。

日本が受け入れる留学生が多様化する過程で、留学生のキャリア支援ニーズも多様化す
る。より効果的なキャリア教育、キャリア支援を行うためには、留学生の特性に合わせた
方法の検討が必要である。本研究では、日本の大学の国際化の過程で受入が進んでいる日
本語初中級の理系分野の修士課程に在籍する留学生の進路・就職希望傾向を明らかにし、
キャリア教育と支援方法を検討する上での示唆を得る。

3．研究方法
（1）調査とデータ

2つの異なる調査の結果を分析する。ひとつ目の調査は、日本の地方国立A大学の理系
修士課程英語プログラムの留学生を対象に行った進路希望調査である。二つ目の調査は、
日本学生支援機構（JASSO）が2015年（平成27年）に実施した私費外国人留学生生活実
態調査（以下、JASSO調査という）である。各調査結果から本研究の対象である「日本語
初中級の理系修士課程留学生」の記述統計データと進路希望に関する回答データを分析す
る。また、研究対象の特徴を浮き彫りにするために、JASSO調査結果のうち、日本語上級
の理系修士課程留学生も抽出し結果を比較する。尚、本研究において、日本語初中級者を
日本語能力検定3級（N3）、及びBJTビジネス日本語検定3級（J3）以下とし、日本語上
級をそれより上の資格を持つものとする。ここでは、日本語初中級者は英語プログラムに
在籍し、日本語上級者は概ね日本語で開催されているプログラムに在籍していると仮定し
ている。

（2）調査概要
①地方国立A大学理系修士課程英語プログラム留学生進路希望調査：日本語初中級の回答

者
◦調査対象：地方国立A大学理系修士課程英語プログラム留学生（修士課程2年在籍）
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◦調査形式：オンラインアンケート（記名）
◦使用言語：英語、日本語（併記）
◦調査対象：日本の地方の国立A大学の理系大学院修士課程英語プログラム（2年間）に

在籍する外国人留学生のうち日本語初中級者
◦調査時期：対象者の入学後1年～1年2か月後に調査を実施（2016年（平成28年）11月、

2017年（平成29年）10月、2018年（平成30年）8月）
◦有効回答者数：2016年46名（在籍者の95％）、2017年31名（89％）、2018年37名（88％）
◦調査協力への承諾：アンケート記入時に調査対象学生に、調査の目的、結果の公表先、

公表方法を明示し承諾を得た。
◦質問票：一部抜粋して文末に資料として掲載

②2015年（平成27年）年度日本学生支援機構（JASSO）私費外国人留学生生活実態調
査

◦調査形式：アンケート用紙配布（無記名）
◦使用言語：英語、日本語（併記）
◦調査時期：2015年（平成27年）1月
◦調査対象：

無作為抽出によって選ばれた日本の大学、大学院、短期大学、専修学校（専門課程）、準
備教育機関及び日本語教育機関（以下「大学等」という。）に在籍する私費外国人留学
生。国費外国人留学生、外国政府派遣留学生及び在籍機関が1年未満の交換留学生・短
期留学生は対象に含まない。

◦質問票：一部抜粋して文末に資料として掲載

図1　調査とデータ

JASSO調査回答者を以下のように日本語能力別に二群に分ける。

a）JASSO調査：日本語初中級の理系修士課程留学生（n.107）
JASSO調査の有効回答者のうち、大学院修士課程の「理学」、「農学」、「工学」、「その他

（うち理系）」に在籍し、日本語力が日本語能力検定3級（N3）か、ビジネス日本語検定3
級（J3）以下の学生の回答結果を抽出した。保持している日本語能力より実際の日本語力

日本学生支援機構（JASSO)
2015年度私費外国人留学生生活実態調査回答者（n. 6,036)

日本語初中級の回答者
2016年調査（n.46)
2017年調査（n.31)
2018年調査（n.37)

地方国立A大学

理系修士課程英語プログラム
進路希望調査回答者

理系修士課程在籍有効回答者 （n.280)

日本語初中級の回答者
（n.107)

日本語上級の回答者
（n.173)
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が高い可能性がある学生を省くために、日本語能力検定3級、ビジネス日本語検定3級保
持者で、これらの検定の1級を受験予定の回答者（6名）は対象外とした。この条件で抽
出した有効回答者数は107人であった。

b）JASSO調査：日本語上級の理系修士課程留学生（n.173）
JASSO調査の有効回答者のうち、大学院修士課程の「理学」、「農学」「工学」「その他理

系」分野に在籍し、日本語力が日本語能力検定2級（N2）か、ビジネス日本語検定2級
（J2）以上の学生の回答結果を抽出した。有効回答者数は173人であった。

4．結果と分析
（1）日本語力・留学状況

表1は各調査回答者の属性、日本語力と留学状況をまとめたものである。A大学のデー
タはJASSO調査と調査時期の近い2016年調査の結果を示している。国籍は、全体的にア
ジア地域出身者が9割以上であるが、JASSO調査では、日本語初中級者は日本語上級者と
比べて漢字圏（中国、韓国、台湾）からの割合が低く、東南アジア、南アジアからの留学
生の割合が高い。JASSO調査の理系修士課程在籍回答者全体の日本語力をみると、上級者
が61％で、資格なしが30％と、理系修士課程の留学生の多くが日本語の上級と初級の両極
に分かれている。

3．（2）①に示すように、A大学の2016年から2018年の3年間の英語プログラムの在籍
者に占める日本語初中級者の割合は約9割であった。英語プログラムは入学時に日本語力
を問わないが、実際に入学したほとんどの留学生の日本語力が初中級という状況である。
また、表1より、各調査の日本語初中級者のうち、7－8割は日本語力の資格を持っていな
い。中には、ひらがな、カタカナを読むことができない日本語未習の学生も含まれている
と考えられる。

JASSO調査の日本語上級者で直接大学院に入学した者は66人（38％）で、残りの約6割
は準備教育を経て大学院に入学している。中でも61人が日本の日本語学校を経て、大学院
に入学している。対して、日本語初中級者の約7割は日本の大学院に直接入学をしている。

JASSO調査の日本語上級の回答者の滞在年数で最も多いのが2－3年未満（41人、24％）
であり、彼らは日本語学校での1～2年の日本語学習か、大学院の研究生等を経て大学院
に入学している。対して、JASSO調査の日本語初中級者の場合、前述のように海外からの
直接入学者が多いため、62人（58％）と多くの学生の日本滞在年数は1－2年未満である。

（2）日本語力と進路希望
図2と図3に両調査の回答者の第一希望の進路の回答結果を示している。両調査結果の

共通点は、日本語初中級の学生に博士課程進学希望者が多いことである。対して、JASSO
調査の日本語上級回答者は、日本において就職希望が66％と最も多い。この結果について、
JASSO調査の進路希望データのみを使い、日本語初中級者と日本語上級者別に卒業後の第
一希望進路を度数として（図2）、カイ二乗検定を行った結果、日本語能力と希望進路に有
意な関連がみられた（P＜0.01）。
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表1　理系修士課程留学生 調査回答者の内訳

（3）希望進路別の日本における就職に関する課題
①博士進学希望と日本における就職に関する課題

日本語初中級の回答者のうち、A大学の調査では約3－5割、JASSO調査では約4割が博
士課程への進学を希望している。JASSO調査の日本語上級者の進学希望が21％であるのと
比べて、日本語初中級者には両調査において博士進学希望者の割合が高い。日本全体の修
士課程からの博士進学率が9.8％（文部科学省2017）で、日本の修士課程を卒業した留学
生の進学率が18.1％（日本学生支援機構2017c）であることと比較すると、日本語初中級
の理系修士課程留学生の博士進学志向はかなり強い傾向にあるといえよう。

調査 地方国立A大学調査
（2016）

2015年（平成27年）度日本学生支援機構（JASSO）
私費外国人留学生生活実態調査

分類 日本語初中級 日本語初中級 日本語上級

地方国立A大学調査
日本語初中級者（n.46）

理系修士課程在籍
日本語初中級者（n.107）

理系修士課程在籍
日本語上級者（n.173）

性別 男28（61％）：女18（39％） 男68（64％）：女35（33％） 男112（65％）：女59（35％）

国籍 98％：アジア地域出身
上 位 国 ： イ ン ド ネ シ ア 15

（ 33％）、バングラデシュ 11
（24％）、タイ7（15％）、イン
ド6（13％）、中国2（4％）、
ネパール2（4％）

92％：アジア地域出身
上位国：中国31（29％）、ベ
トナム11（10％）、インドネ
シア11（10％）、タイ8（8％）、
インド7（7％）、ネパール7

（7％）、バングラデシュ6（6％）

96％：アジア地域出身
上位国：中国111（64％）、ベ
トナム14（8％）、韓国11（6％）
台湾8（5％）、マレーシア8

（5％）インドネシア4（2％）

専攻分野 工学� 24　（52％）
農学� 10　（22％）
理学� 7　（15％）
情報学� 5　（11％）

工学� 68　（64％）
農学� 17　（16％）
理学� 10　（  9％）
他理系� 12　（11％）

工学� 123　（71％）
農学� 13　（  8％）
理学� 25　（14％）
他理系� 12　（  7％）

日本語力 資格なし� 33　（71％）
N3� 4　（  9％）
N4� 5　（11％）
N5� 4　（  9％）

資格なし� 87　（81％）
J3� 1　（  1％）
N3� 5　（  5％）
N4� 8　（  7％）
N5� 5　（  5％）

N1� 105　（61％）
N2� 61　（35％）
J1＋� 1　（  1％）
J1� 4　（  2％）
J2� 2　（  1％）

直接入学 はい� 36　（78％）
いいえ� 10　（22％）

はい� 75　（70％）
いいえ� 32　（30％）

はい� 66　（38％）
いいえ� 106　（62％）

日本滞在
年数

データなし 1年未満� 37　（35％）
1－2年未満� 25　（23％）
2－3年未満� 22　（21％）

2－3年未満� 41　（24％）
6年以上� 38　（22％）
1－2年未満� 24　（14％）
3－4年未満� 24　（14％）

注1．欠損値がある項目の人数の計は必ずしも全数と一致しない。
2．日本語力N＝日本語能力試験、J＝ビジネス日本語能力テスト
3．対日年数は上位3つ
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図2　JASSO調査回答者：理系修士課程留学生の日本語能力別の進路希望（2015）

図3　地方国立A大学の理系修士課程　日本語初中級留学生の進路希望（2016-2018）

専攻別では、両調査において、工学専攻に就職希望者が多く、理学、農学専攻に博士課
程進学希望者が多かった（図4）。日本全体の修士課程卒業者の専攻別の進学率（文部科学
省2017）をみても、理学専攻の進学率（17.1％）は他の理系専攻（農学10.2％、工学5.7％）
よりも高い傾向にあるが、日本語初中級の留学生の場合には、理学専攻者が博士進学を希
望する割合がさらに高い。日本語初中級の修士課程留学生の博士進学希望者が多い理由の
ひとつとして考えられるのは、彼らの多くが国際的な研究活動が活発な研究力の強い大学
に在籍していることである。文科省主導の大型の大学の国際化事業と課程の英語化は研究
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図4　専攻別の進路希望
地方国立A大学 2016年調査 (n.42)
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学生は、研究者キャリアや博士課程進学を自然に意識する。
博士号は国を問わず、研究機関の研究職や、高等教育機関のアカデミックポストにつく

ためには必要であるが、留学生の卒業後の日本での活躍を考える上では課題がある。A大
学の2016年の調査結果では回答者のうち73％（35）が「技術、研究開発」を、JASSO調
査の日本語初中級者の40人（37％）が「技術開発」を希望職種3つのうちの一つに上げ、
回答者の多くが研究開発キャリアに関心を示している。しかし科学技術・学術政策研究所

（2016）の調査によると、2015年に研究開発職に新規に採用した日本の企業1,124社のう
ち博士号取得者を採用したのは103社（9.2％）に過ぎなかった。むしろ日本の企業は開発
職に学士卒、修士卒を多く起用している。また、留学生の採用を予定している企業に（n
＝80）採用する外国人留学生の学籍をたずねた調査では、「修士卒（理系）」は83.8％であっ
たが、「博士卒（理系）」は半分以下の38.8％となっている（クオリティオブライフ2012）。
廣瀬・槌田（2011）の理系大学院留学生の就職活動と内定状況の調査研究では、博士留学
生は年齢が高いことが障害の一つになり内定を得にくいという結果も指摘されている。留
学生の博士進学は、彼らが卒業後に日本で一般的な就職を検討する場合には、難しい側面
を持っている。

②就職希望と日本における就職に関する課題
両調査において、日本語初中級者の約3割が卒業後に日本で就職を希望した。これは博

士進学についで希望者の多い進路である。日本の企業の多くが日本人と同じ方法で留学生
の採用をする中（ディスコ2017）、日本における就職活動には高度な日本語が必要とされ
る。4（1）で示したように、日本語初中級者の多くは日本語能力資格を持っていない。資
格が何もない場合、採用側が日本語力を判断しづらく、日本語学習歴があるのかもわから
ない。日本語資格がないことは、日本での就職活動をする上で大きな障害となる。

日本語力の低い留学生でも、理系で英語ができて企業の求める専門分野、出身地域と合
うこと等を理由に採用につながるケースがあるが、日本語力の低い留学生の採用に前向き
な会社でも、数年に1，2名を採用するだけの場合、求人情報の発信をHP等でわかりやす
く英語で行っているとは限らない。留学生を対象とした就職フェア等の情報もほとんどの
場合が日本語のみで情報が発信されている。従って、日本語初中級の留学生の採用に前向
きで、英語で選考を受けることができる企業を見つけるのにも、日本語力が必要とされる
のが現状である。このように日本語初中級の留学生が自立的にできる就職活動には限界が
あり、一般の留学生以上に支援が必要とされる。にもかかわらず支援を英語で行う必要が
あるため、支援者、支援方法が限られることが支援を行う上での足かせとなる。

（4）進路検討の状況
日本語初中級の理系修士課程の留学生の進路を検討する状況に関連していくつか困難な

点があげられる。最も大きな問題は日本語能力不足に起因する情報不足で、A大学の2016
年の調査で「日本の求人情報、会社の情報を得ることができていますか？」と訪ねた質問
では、46人中35人（76％）が「できていない」と答えた。前述のように彼らの多くが大
学院に海外から直接入学をし、入学前から在学時にかけて、日本語教育を受けていないか、
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受けていても期間が短い。日本語教育では日本の社会、文化に関する教材が扱われ、学習
者は日本語を学びながら日本について学ぶことができるが、理系修士課程の日本語初中級
者は、そうした学習機会にも欠け、日本に関する知識や理解が全般的に不足している。

また、日本語初中級者の場合、海外から直接、日本の大学院に入学する者が多いため、
日本の就活スケジュールに合わせると、日本に来て一年程度で進路選択をすることになる。
また、在学中に就職活動をするという日本式採用制度について理解をしていなければ、進
路の意思決定は遅れる。意思決定の糧となる日本の社会や雇用環境に関する情報や知識に
乏しいことと、進路を選択する時点で日本滞在期間が短いことは、より良い進路選択や就
職活動に向けた準備を難しくする要因となる。

（5）日本語力が伸び悩む理由
日本語初中級の留学生が、日本に住んで日本の大学に通っているのに日本語力が伸びな

いのはなぜか。日本語初中級で日本の理系大学院修士課程の英語プログラムで学ぶ留学生
には、学習・生活環境に日本語力が伸びにくい要因がある。

今回のA大学の2016年の調査では、46名中35名が入学後に大学で日本語の科目を履修
したと答えた。しかし同回答者のうち、出席、課題、試験をこなし単位を取得した者、そ
の後在籍中に継続して日本語科目の履修をしたものは少なかった。また、彼らは研究活動
で大学にいる時間が長く、別途、実施をした調査の結果によると普段の学生生活をほぼ英
語のコミュニケーションで過ごしていた（ライアン2018）。例えば修士課程の英語プログ
ラムに在籍する留学生で、留学生専用寮や同じ国籍の他の留学生とアパートに住む場合、
大学では英語の授業を履修し、研究室では英語による研究指導を受け、家では英語か母国
語が使えるため、ほぼ日本語を使わずに日々の生活を送ることができる。そのような環境
にいて、彼らにとっても外国語である英語で専門の勉強と研究活動、修士論文に取り組む
のが活動の中心であるため、日本語学習に時間と労力をかけるモチベーションを得にくい。
留学生が所属する研究室が、研究活動優先で日本語授業の履修時間に配慮をしない場合も
ある。

また理系大学院の日本語初中級の留学生の多くが非漢字圏出身であることも日本語力を
向上しにくい理由の一つになっている（表1参照）。非漢字圏の留学生は、漢字が日本語力
を上げる際の大きなハードルとなり、上級の日本語力の獲得が難しい。日本語が該当の留
学生にとっては、母国語、英語につぐ第三言語にあたること、そのうえ修得に時間と労力
を有する言語であることが、課題をより難しくしている。

日本が留学生の受け入れ数を拡大する過程で、英語プログラム等を通して日本語を習得
するのが難しい非漢字圏からの留学生の受け入れが増える中、彼らに日本での活躍の場を
増やすためには、渡日前、大学在籍時、就職後まで、継続的に日本語学習に取り組む環境
を整備し、日本語学習期間を延ばすことが望ましい。また、近年東南アジアの留学生の採
用に前向きな企業が増えているが、（ディスコ2017）非漢字圏の学生は漢字が障害となっ
て日本語力の向上に時間がかかる傾向があることについて、企業の理解の促進を図ること
も必要であろう。
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5．まとめと課題
本稿の調査結果において、大学院の理系修士課程に在籍する日本語初中級の留学生は、

約4割が日本で博士課程へ進学、約3割が日本で就職することを第一希望の進路に選んで
おり、合わせて約7割が卒業後に日本に留まることを希望した。日本の大学院が国際化を
進め、教育課程の英語化等を通して、日本語力を問わず、東南アジア、南アジアを中心と
する多様な国から留学生を受け入れられるようになったことは、高度外国人材の受け入れ
間口を広げることにつながっているといえよう。

留学生が希望の進路に進むと仮定した場合、日本語初中級の修士課程の留学生の全体の
約4割は日本で博士課程に進学する。日本全国の博士課程への入学者数は2003年をピーク
に減少している。博士課程に在籍する留学生の数は横ばいであるため、日本の大学院の博
士課程における留学生への依存度は高まっている。こうした状況下、修士課程の英語化に
よる留学生の受入促進は、博士課程への留学生の受入促進につながり、大学院の国際化と
博士課程の維持に寄与していることが推測される。

一方で、高度外国人材の活用の観点では、英語プログラムに多く在籍する日本語初中級
レベルの留学生は、日本におけるキャリア発展、定着という面においては、他の留学生以
上に課題を抱えている。日本語初中級の留学生には、日本語で情報を取得できないため、
進路決定に必要な情報が不足している。英語プログラムを開講する大学院は、留学生がよ
り良い進路選択をできるように、修士課程の初期から、進路ガイダンス等を通して、進路
決定に役立つ情報の提供を行うと良い。

全体の3割にあたる修士課程修了後に日本で就職を希望する留学生のキャリア支援にお
いては、日本語学習を継続させながら、日本の労働市場と日本企業の採用方法、雇用形態
等についての情報等の提供が必要である。また、彼らが自律的にできる情報収集、就職活
動に限りがあることを念頭に、採用時に高い日本語力を求めない企業や求人に関する情報
収集の支援や、大学や自治体の留学生就職支援機関が、企業に留学生の日本語力に配慮し
た採用をしてもらえるように企業に働きかけることも有効であろう。

博士進学希望者向けには日本における博士進学と研究キャリアに関する情報を提供し、
また、博士課程に進学する留学生が卒業後に日本に残ることを選択した場合のために、博
士課程進学後もキャリア支援の継続、及び日本語教育環境の提供が望ましい。

少子高齢化が更に進み大学院進学者数が増えない中、日本の大学院が国際的な研究活動
を行うにあたり、留学生の重要度は今後も増していくだろう。留学生が将来日本で活躍す
る人材となるためには、専門の研究活動に加えて日本語教育、そして、日本の社会への橋
渡しとなるキャリア教育と支援が必要である。
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Career preference of International STEM students on Masterʼs program

Ryan, Yuko

This study is based around a survey of ʻScience, Technology, Engineering and Mathematicsʼ 
(STEM) Masterʼs ʻEnglish taught programʼ (ETP) students in Japanese Universities 
which is designed to provide a detailed account of their career preferences and student 
life so as to build an accurate picture of their career prospects. According to the results 
of the surveys, three quarters of the students intended to stay in Japan after graduation, 
with most of them hoping to either ʻcontinue to ʻPhDʼ or ʻWork for a Japanese com-
pany in Japanʼ. However some of the surveyʼs findings suggest that there may be ob-
stacles to the cohortʼs career advancement in Japan, largely because of their limitation 
in Japanese language ability. In order for the group of STEM international students to 
successfully transition to working or researching in Japan at the end of their Masterʼs 
degrees, it is suggested that this group will require various forms of assistance, including 
enhanced career support services from the University.


